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国際原子力エネルギー協力フレームワーク（IFNEC） 

運営グループ会合他の結果概要について 
 

平成 28 年 5 月 17 日 

内 閣 府 

原 子 力 政 策 担 当 室 

 

平成 28年 5月 9～12日、IFNEC運営グループ会合（局長・審議官級）ほか関連会合が、

パリ・OECD 本部において開催されたところ、以下、結果概要を報告する。また、会議開

催中に関係者との懇談時に得られた情報の概要を合わせて報告する。 

 

１. 会議日程 

 平成 28年 5月 9日 IFNEC「燃料供給サービス」及び「基盤整備」の両作業部会 

 平成 28年 5月 10日 IFNEC運営グループ会合 

 平成 28年 5月 11/12日 原子力ファイナンス会議 

２. 主要参加国・機関 

(1) IFNEC運営グループ会合 

今回会合参加国は、正式メンバー20カ国、オブザーバー2カ国、国際機関 4機関。 

主要国代表者 

米国（議 長 国）：マクギニス・エネルギー省次官補代理 

日本（副議長国）：室谷・内閣府原子力政策担当室参事官（貞安政策企画調査官同行） 

仏国（副議長国）：ジュルネ・CEA国際局長 

(2) 作業部会（ＷＧ） 

燃料供給サービスＷＧについては、各国原子力行政機関・研究機関、国際機関

（IAEA,IEA,NEA他）、原子力法務専門家など 45名程度が、基盤整備ＷＧについては、同

様の組織から 30名程度が出席した。 

(3) 原子力ファイナンス会議 

各国政府の原子力分野の専門家、国際機関、電力会社、民間ファインナス機関（JBIC、

Citigroup他）、原子力法務コンサルタントなど原子力ファイナンスに関わる幅広いステ

ークホルダ 120名程度が出席した。 

３. 会合結果 

(1) IFNEC運営グループ会合 

① IFNECの新しい取組提案： 

｢商用原子力供給国・需要国グループ」を新規に発足することについて、議長から提案

があった。今後拡大が見込まれる原発建設に関する課題として、資金調達、電力市場、

インフラ整備、資機材調達などが想定されており、これらの諸課題の解決策を探求する

場を創設するというもの。本提案に対して、多数国から賛同が表明されたが、既存の諸

活動との重複を避けるべきとの留意点も表明された。本年 10 月の執行委員会会合での

承認を経て正式に発足となる。 
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② 燃料供給サービスＷＧ（5月 9日開催）報告： 

同部会では、発足時（平成 21 年）以来、フロント・エンドとバック・エンドを統合し

た包括的燃料供給サービス構想の推進を主要検討テーマとしてきた。その後、フロン

ト・エンドについては、既に商用サービスが普及していることから、平成 25 年以降は

バック・エンドの最終処分を中核課題としてきている。今次会合では、自国処理の基本

路線を推進しつつ、将来の選択肢としての「多国間処理」について、各国の抱える多様

な背景に配慮しながら検討を進めることに関する「ハイレベル・ペーパー」を 10 月の

執行委員会会合に提案するとの事務局案が受け入れられた。 

③ 基盤整備ＷＧ（5月 9日開催）報告： 

同部会では、発足時（平成 21 年）以来、原子力発電のインフラ構築に関連する幅広い

課題を議論してきた。今次会合では、「原子力と送電網」、「パブリック・アクセプタン

ス」をテーマとして、各国の取組状況や成功例・失敗例等について意見交換がなされた。 

④ 原子力損害賠償制度： 

OECD/NEAヴァスケス法務室長より、原子力損害賠償制度の概要及び原子力賠償条約の紹

介があった。日本の福島事故後の対応（迅速に、かつ具体的な補償のガイドラインを設

定したこと）が良好事例として紹介された。日本からは、原子力委員会の専門部会が制

度見直しに関する審議を行っていることを報告した。 

⑤ 今後の IFNEC会合の予定 

平成 28年 10月 26日 IFNEC運営グループ会合 

平成 28年 10月 27日 IFNEC執行委員会会合（アルゼンチン） 

 (2) 原子力ファイナンス会議 

5月 11日・12日、IFNECと OECD/NEA共催による原子力ファイナンス会議が開催された。

エネルギー安全保障、炭素排出量削減のために低炭素電源である原子力の役割が重要視

される中、原子力発電の導入の最大の課題であるファイナンス（資金調達）について、

幅広いステークホルダを集めた討議を行うものとして企画された。会合の冒頭、グリア

OECD事務総長の基調講演では、経済性と安全性の確保がされれば、原子力は世界の低炭

素電源への移行を主導できるとの期待が述べられた。（内閣府は、冒頭のみ対応し、そ

の後、経済産業省他が対応した。） 

４. その他 

議場外にて米､仏､露､ＮＥＡ､ＩＡＥＡ関係者（課長・局長レベル）と情報交換を行う機

会があり、その際に話題に上った仏高速炉計画ＡＳＴＲＩＤについて得られた情報を総

合すると「深刻な技術的課題と資金難等の課題が顕在化しており、計画の遅延（４年程

度）と予算超過が見込まれ、他国からの支援・協力が必要となる方向」とのことであっ

た。また、「仏露はＢＮ８００等を通じた高速炉分野の補完的協力を行っているのに、

当該分野における日露協力が行われていないことを不思議に思う」とのコメントを受け

た。これら情報は内話に過ぎないが、今後の高速炉政策推進において、確認すべき重要

なポイントと思われるところ、右報告する。 
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IFNEC 運営グループ会合 出席国リスト 

参加国 (20カ国) 
オブザーバー国 (2カ国) 

オブザーバー国際機関 (4機関) 

アルゼンチン 

アルメニア 

オーストラリア 

ブルガリア 

カナダ 

イタリア 

ヨルダン 

ケニア 

韓国 

ポーランド 

ルーマニア 

ロシア 

スロベニア 

アラブ首長国連邦 

ウクライナ 

フランス 

ドイツ 

日本 

英国 

米国 

シンガポール 

ナイジェリア 

エジプト 

チュニジア 

IAEA 

OECD/NEA 

GIF 

EURATOM 
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